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1. システムより調査可能な設備 

◼ 設備照会・施工協議システムで調査可能な設備は下表のとおりです。 

分類 設備 設備図例 

 

地中送電設備 

管路（かんろ）        マンホール        洞道（どうどう） 

     

    橋梁 

   ※共同溝は調査不可です 

地中配電設備 

管路（かんろ）        マンホール       ハンドホール 

      

橋梁 

 

調査 

不可 

地中配電設備 

（地上機器） 

地上機器 

 

架空配電設備 

電柱・架空配電線 
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2. 各分類におけるシステムの使い分け 

◼ 設備照会・施工協議システム内には「設備調査」と「施工通知」の 2 つの入口があり，それぞ

れの使い分けは下表のとおりです。 

◼ 地中送電設備と地中配電設備で設備管理部署が異なります。連絡先は当社 HP の事業所

一覧より確認をお願いします。 

◼ 地中配電設備における小規模工事の工事立会依頼は，FAX で連絡をお願いします。 

FAX の連絡先は，当社 HP の事業所一覧より確認をお願いします。 

分類 地中送電設備 地中配電設備 

小規模工事 

（※1） 

工事照会 
施工通知 

施工通知 

工事立会依頼 FAX 

小規模工事 

以外 

埋設物調査 設備調査 

協議 
施工通知（※2） 

工事立会依頼 

※1：東京都内 23 区内において企連協が定義する新築ビル引き込み工事や、設備維持

工事等で工事期間が７日以内のものです。 

※2：協議の日程調整は，初回のみシステムで調整が可能です。 

2 回目以降は，メール等により調整をお願いします。  
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3. 当社設備に近接する小規模工事の協議フロー 

◼ 当社設備と近接する小規模工事（東京都内 23 区内において企連協が定義する工事）の概

略フローは以下のとおりです。 

：設備照会・施工協議システム内の施工通知システムで行うもの

システム 工事箇所
地中送電設備

管理箇所
地中配電設備

管理箇所

注

工事計画

工事照会

支障有無

判定

設備図面格納

対象設備種類

施工日程
連絡

施工日程
入力

立会要否確認

立会要否回答

立会要否確認

立会要否回答

立会要否回答受領
工事実施

TELまたはメール等

TELまたはメール等

FAX

地中配電設備 地中送電設備

自動メール

支障なし

支障あり

※当社の協力会社より

回答する場合があります

※当社の協力会社より

回答する場合

があります

注

対象設備は設備照会・施工協議システムの画面より確認をお願いします。

埋設工務：地中送電設備

埋設配電：地中配電設備
※送電線が「有」の場合は、

当社HP「送電線近くでの感電事故防止のお願い」の確認をお願いします。
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4. 当社設備に近接する小規模工事以外の概略協議フロー 

◼ 当社設備と近接する小規模以外の工事における協議フローは以下のとおりです。なお，地

中送電設備は，別紙 1 も併せて参照をお願いします。 

：設備照会・施工協議システム内の設備調査で行うもの（任意）

：設備照会・施工協議システム内の施工通知で行うもの（必須）

システム 工事箇所
地中送電設備

管理箇所
地中配電設備

管理箇所

※1箇所のみ調査が可能

支障なし

支障なし

工事計画

工事照会

支障有無

判定

設備図面格納

設備図面に
マンホールがあるか

追加図面送付依頼

追加図面格納

追加図面格納連絡

追加図面確認

設備図面提供依頼

図面格納

図面格納連絡

図面確認

無し

有り

地中配電設備

地中送電設備

注

自動メール TELまたはメール等

TELまたはメール等

TELまたはメール等

TELまたはメール等

対象設備種類

支障あり

協議希望日入力

協議日時回答

協議実施

設備調査

支障有無
判定

支障あり

自動メール

図面確認

設備図面格納

A

B B

※初回のみ ※初回のみ

協議日時回答

※最大5箇所の調査が可能

※マンホール展開図等を格納

注

対象設備は設備照会・施工協議システムの画面より確認をお願いします。

埋設工務：地中送電設備

埋設配電：地中配電設備
※送電線が「有」の場合は、

当社HP「送電線近くでの感電事故防止のお願い」の確認をお願いします。
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：設備照会・施工協議システム内の埋設物調査システムで行うもの

：設備照会・施工協議システム内の施工通知システムで行うもの

システム 工事箇所
地中送電設備

管理箇所
地中配電設備

管理箇所

協議結果登録 協議結果登録

協議結果確認

立会要否確認

立会要否回答

立会要否回答受領

工事実施

TELまたはメール等

BBA

立会要否確認

立会要否回答

施工日程入力

TELまたはメール等

※当社の協力会社

より回答する場合

があります

※当社の協力会社

より回答する場合

があります
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5. システム入力時の注意事項 

◼ 設備照会・施工協議システムの設備調査（施工範囲指定）は，平面上で施工範囲指定位置

から一定の距離内(※)に当社設備があった場合に、「支障あり」と判定します。 

※地中送電設備：離隔 10m 以内，地中配電設備：離隔 5m 以内 

                           

           地図システム画面                             支障判定の概念 

◼ 上記判定は，「影響範囲を含めた支障判定」では無いため，既設構造物調査（施工範囲指

定）時は原則，以下の考え方で影響範囲を含めた施工範囲指定をお願いします。 

・開削，ケーソン等の場合 ：杭の下端から 45 度の範囲 

・シールド等非開削の場合：掘削底面から 45 度の範囲 

    

システム入力上の施工範囲指定（開削・ケーソン等）    システム入力上の施工範囲指定（シールド等） 

 

6. 当社が提供する図面の見方 

6-1．地中送電設備の図面 

◼ システムより提供する図面は，施工範囲指定した平面図と建設時の平縦断図を送付します。 

 

システム上で施工範囲指定した図 



9 

資料作成日：2026 年 6 月 30 日 

 

建設時に作成した平面図 

◼ 縦断図は，建設時に作成した図を送付します。建設時に作成した図であるため，その後の周

辺工事等により，土被りが変更になっている場合があります。 

また，縦と横の比が異なっているため，実際の線形よりも急勾配となっているため，傾斜角度

等は，管路上端高と管路下端高から確認をお願いします。 

 

建設時に作成した縦断図 

◼ 平面図で埋設位置を示している線は，設備の中央を基準に描画しているため，管路が複数

埋設されている箇所は管路条数分の幅があります。縦断図では，土被りおよび設備の高さを

確認可能です。 
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◼ マンホール展開図は内空寸法であるため，設計時は躯体厚の考慮をお願いします。 

 

マンホール展開図 

               

 

 

 

 

6-2．地中配電設備の図面 

◼ 管路の埋設位置および土被りを確認できる平面図を送付します。なお、埋設位置を示してい

る線は，設備の中央を基準に描画しているため，管路が複数埋設されている箇所は管路条

数分の幅があります。 

 

平面図 

設備種類 
考慮すべき躯体厚（標準） 

［mm］ 

洞道 200～300 

マンホール 250～300 
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7. 当社が提供する図面に対する注意事項 

◼ 支障判定結果で地中配電設備が「有」の場合，およびシステムより自動で提供する設備図面

が無い場合，ならびに提供された図面内に当社マンホールがある場合は，当社へ確認の連

絡をお願いします。 

◼ 当社が提供する設備図面は基本的に内空寸法です。 

◼ 当社が提供する埋設物位置情報（竣工図等）は，埋設物の概略位置を示す参考情報であり，

正確な位置・深さを保証するものではありません。 

◼ 工事にあたっては，当該情報に基づき支障の可能性を判断いただき、近接が想定される場

合は，測量や試掘，探査等による現状把握をお願いします。 

◼ 測量や試掘，探査等による現状把握が難しい場合は，不正確であることを考慮した線形とし

て管理いただくようお願いします。 

◼ 図面に記載が無い場合でも残置物が存在する可能性があります。 

 

8. 当社設備との標準離隔 

◼ 当社設備との標準離隔は下表の離隔を確保した設計をお願いします。 

なお，標準離隔が確保できている場合でも測量や影響検討を依頼する場合があります。 

当社設備が開削設備か非開削設備であるかは，当社社員へ確認をお願いします。 

施工工種 

当社地中送電設備との標準離隔 ［mm］ 

（ ）：当社設備の土被りが 5,000mm 以上の場合 

当社開削設備との離隔 当社非開削設備との離隔 

杭打・ボーリング 300（500） 

2D 以上 

（D=当社設備の外径） 

建柱 300（500） 

薬液注入 300（500） 

薬液注入 

（高圧噴射） 
500 

推進・シールド 
2D 以上 

（D=推進等の外径） 

 

9. 協議における注意事項 

◼ 「都市部近接施工ガイドライン（一般社団法人 日本トンネル技術協会）」に基づき近接程度

の判定をお願いします。対象設備は，別紙 3 を確認お願いします。 

◼ 近接程度の判定結果が「要検討範囲」となった場合は，起因者にて影響度を検討いただい

た後に当社と協議をお願いします。影響度によっては設備の変状計測管理・立会・防護措置

（地盤改良等）を依頼する場合があり， 6 ヶ月～数年程度の協議期間を要すため，早期の協

議開始をお願いします。（計測管理等の費用は起因者負担となります） 
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◼ シールドトンネル工事・薬液注入等で当社設備の支障防護（管路導通点検・管路水循環・マ

ンホール点検等）が発生する場合は，6 ヶ月以上の準備を要す可能性があるため，早期に依

頼文書の提出をお願いします。(費用は起因者負担となります) 

◼ 掘削により当社設備が露出する場合は，「当社設備の脱落防止のための吊り防護措置」や

「不等沈下防止のための受け防護措置」を依頼する場合があります。(費用は起因者負担と

なります) 

◼ 杭打・薬注（地盤改良）・ボーリング（探査含）・推進（非開削）・吊り受け防護の設計協議は，2

ヶ月前迄に，施工協議は，施工日の２週間前迄に協議をお願いします。 

◼ 施工内容に変更が生じた場合は．当社と再度協議のうえ施工をお願いします。追加の補助

工法が必要となった際も同様です。 

 

10. 当社設備の現状把握 

◼ 事前に試掘・布掘等により当社設備の現状把握をお願いします。 

※当社設備の確認が出来ていない場合，施工を中止していただく場合があります。 

◼ 試掘・布掘時は目印用ガイドの埋め込みと路面表示（マーキング等）をお願いします。 

 

◼ 土被りが深く露出確認が困難な場合は，探査ボーリング（プラスチックビット）で確認をお願い

します。なお，探針は 1 箇所につき 5 回程度とし，3 回目以降は荷重をかけないようお願いし

ます。 

また，探査で何かに当たったとしてもそれが当社設備とは限らないため，20cm ピッチ等で数

ヶ所実施をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弊社での実証試験結果 

(1) PFP 管（強化プラスチック複合管） 

・自重落下 5 回 深さ 3.6mm 損傷 

・人力打撃 5 回 貫通損傷 

(2) HP 管（遠心鉄筋コンクリート管） 

・自重落下 5 回 深さ 3.2mm 損傷 

・人力打撃 9 回 貫通損傷 

ボーリング 20cm 程度 

GL 
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◼ 開削・非開削工事に関わらず，削孔・掘削・杭打ち・補助工法等を行う場合は，離隔距離に

応じて当社設備坑内からの位置測量または管内ジャイロ測量を依頼する場合があります。詳

細は別紙 2 の確認をお願いします。（費用は起因者負担となります） 

◼ 橋梁付近では，当社設備の埋設深さが浅くなっているため，カッター，ブレーカーで舗装を

壊す場合は，現状把握を十分実施のうえ施工をお願いします。 

 

11. 協議証の掲示と立会・パトロール 

◼ 協議証は，工事範囲内の分かりやすい箇所へ掲示をお願いします。 

                  協議証 

 

◼ 立会やパトロール時に当社または委託先から指示する場合がありますので従ってください。 

埋設シート・防護板を追加設置していただく場合があります。 

※埋設シート・防護板は，立会員より支給します。 

    

◼ 当社設備に影響を及ぼす恐れがあると判断した場合，工事の中止を要請する場合がありま

す。この場合は直ちに工事を中止し再協議をお願いします。 
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12. 作業中止や工程変更等の連絡 

◼ 施工連絡および作業中止や工程変更時は，当社 HP に掲載の事業所住所一覧に記載され

た連絡先へ連絡をお願いします。 

施工連絡および作業中止や工程変更時の連絡期日 

昼間施工分 前日の午前中まで 

夜間施工分 当日の午前中まで 

土日祝日施工分 休祝日前日の午前中まで 

  

13. その他 

◼ 下請施工者に任せた工種等に無連絡が多く発生しますので，工程把握を確実にして下さい。 

◼ 以下のガイドラインに従い調査・設計・施工を行っていただくようお願いします。 

・近接施工：都市部近接施工ガイドライン 

・シールドトンネル工事：シールドトンネル工事の安全・安心な施工に関するガイドライン 
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別紙 1. 埋設物調査，計画・設計・施工協議，立会確認フロー(小規模工事以外) 

：設備照会・施工協議システム内の設備調査システムで行うもの

：設備照会・施工協議システム内の施工通知システムで行うもの

：当社社員が確認を行うもの

工事実施

施工協議

協議段階 新設構造物企業者または施工者 東京電力パワーグリッド

埋設物調査

計画協議

設計協議

※1：測量要否の判断は別紙2参照

当社設備測量の必要性
（※1）

許容応力度
との比較

工事計画

既設構造物踏査 地盤調査 既往近接施工調査

設備調査

計画協議日程調整

測量計画

影響検討
施工に伴う既設構造物

の変状（応力）予測

対策工法検討

変状（応力）予測

計測計画，異常時の対応

計画立案

防護計画の立案

計画協議結果登録

計画協議結果確認

設計協議結果登録

計画協議日程回答

調査実施，平面縦断図更新

現状把握計画

試掘，探査ボーリング等
で現状把握可能か

設計協議日程調整 設計協議日程回答

調査日程登録

当社設備の吊り受け防護
またはその他防護の必要性

近接程度の判定
（※2）

許容応力度
との比較

設計協議結果確認

施工協議日程調整 施工協議日程回答

施工協議結果登録

施工協議結果確認

事前協議内容との
変更有無

施工日程登録 立会要否回答

計測・工事

計測結果と設計内容
との比較結果

竣工 異常時の対応実施

無し

不可

可

有り

無し

有り

一般範囲

要検討範囲

OK

NG

OK

NG

（位置変更）

NG

有り

無し

OK

NG

※2：近接程度の判定は、別紙3参照

システム

システム（不足分は当社社員より送付）

システム

システム

システム

システム

メール等

システム

メール等

メール等

システム

・測量要否の判断結果

・現状把握要否の判断結果
・測量方法，現状把握方法

測量・現状把握

・測量，現状把握結果

・防護要否の判断結果
・防護計画

・近接程度判定の結果

・解析結果，対策妥当性

メール等

・計測，対応計画

・立会実施メール等

メール等

システム

設備データの提供

設備仕様の確認 設備仕様の確認
メール等

メール等

立会要否回答

・立会実施メール等

メール等
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資料作成日：2026 年 6 月 30 日 

別紙 2-1.測量要否（全体フロー） 

※推進管路，シールド管路とは，内部を流動化処理土等により中詰めされた設備を指す

（詳細は当社との協議時に確認をお願いします）

測量要否判定

別紙2-2参照 別紙2-3参照 別紙2-4参照 別紙2-5参照

非開削洞道 開削洞道

マンホール

推進管路※

シールド管路※

小口径推進

当社設備が
開削管路，ピット，

橋梁添架管路，専用橋
測量不要

Yes

No
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資料作成日：2026 年 6 月 30 日 

別紙 2-2. 測量要否（非開削洞道） 

【工事種別】

Ⅰ：構築工①（開削工法，ケーソン工法，その他構築工に必要な杭打ち，杭抜き工等）

調査工（ボーリング工，試掘工等）

補助工法（薬液注入工，地盤改良工，凍結工，地下水位低下工等）
※補助工法は削孔外径位置より算定

Ⅱ：構築工②（シールド工法，推進工法，山岳トンネル工法等）

Ⅰ

当社設備が非開削洞道の場合

起因者

工事種別

水平もしくは鉛直離隔が

基準値以下（図A）

水平もしくは鉛直離隔が

基準値以下（図B）

Ⅱ

洞道坑内の測量不要 洞道坑内の測量実施 洞道坑内の測量不要 洞道坑内の測量実施

D×１.５＋１< LV 

または

D×１.５＋１< Lh

D×１.５＋１≧ LV 

かつ

D×１.５＋１≧ Lh

d×１.５＋１≧ LV 

かつ

d×１.５＋１≧ Lh

d×１.５＋１< LV 

または

d×１.５＋１< Lh

ｄ：新設トンネル外径

Lv ：鉛直離隔距離
Lh ：水平離隔距離

D  ：当社トンネル外径

Lv ：鉛直離隔距離

Lh ：水平離隔距離

開削

ケーソン等

当社非開削洞道

（トンネル）

ボーリング等

A）起因者工事がⅠの時

既設トンネル

外径D

m

D×1.5+1

D
×

1
.5

+
1測量依頼範囲

Lv

Lh

既設トンネ

ル

外径D

m

当社非開削洞道

（トンネル）

新設トンネル
外径d

m

B）起因者工事がⅡの時

d×1.5+1

Lv

Lh

d
×

1
.5

+
1測量依頼範囲
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資料作成日：2026 年 6 月 30 日 

別紙 2-3.測量要否（開削洞道・マンホール） 

Yes

当社設備がマンホールの場合

マンホール鉄蓋が

平面距離10m以内

地上測量（鉄蓋位置）

開削，削孔の平面縦断位置と

マンホール躯体端部の

離隔Lが2m以内（図B）

マンホール鉄蓋解放による

首高さ測量実施※

Yes

No

測量不要
No

測量不要

Yes

開削洞道躯体端部から

離隔Lが2m以下（図A）

当社設備が開削洞道の場合

No
測量不要

※：開削洞道の位置は，両端マンホールの測量結果および

開削洞道の竣工図面から追出しする

ボーリング等

L

開削

ケーソン等

ボーリング等
首高さ

既設

マンホール

新設トンネル
外径d

m

新設トンネル
外径d

m

A）開削洞道の測量基準 B）マンホールの鉄蓋開放による測量基準

2

2 2

2測量依頼範囲 測量依頼範囲
L

L

L

L

既設

開削洞道

開削

ケーソン等
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資料作成日：2026 年 6 月 30 日 

別紙 2-4.測量要否（推進管路，シールド管路） 

 

当社設備が推進管路，シールド管路の場合

水平もしくは鉛直離隔が

基準値以下

測量不要 管内ジャイロ測量実施

D×１.５＋１≧ LV 

かつ

D×１.５＋１≧ Lh

D×１.５＋１< LV 

または

D×１.５＋１< Lh

D  ：当社トンネル外径

Lv ：鉛直離隔距離

Lh ：水平離隔距離

開削

ケーソン等

当社非開削洞道

（トンネル）

ボーリング等

既設トンネル

外径D

m

D×1.5+1

D
×

1
.5

+
1

測量依頼範囲

Lv

Lh
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資料作成日：2026 年 6 月 30 日 

別紙 2-5.測量要否（小口径推進） 

当社設備が

小口径推進の場合

測量不要 管内ジャイロ測量実施

起因者工事種別

水平もしくは鉛直離隔が

基準値以下

非開削工法

測量不要

開削工法，

調査工

D×１.５＋１≧ LV 

かつ

D×１.５＋１≧ Lh

D×１.５＋１< LV 

または

D×１.５＋１< Lh

D  ：当社管路外径

Lv ：鉛直離隔距離

Lh ：水平離隔距離

既設

小口径推進

開削

ケーソン等

ボーリング等

外形D

測量依頼範囲

D×1.5+1

D×1.5+1
Lh

Lv
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資料作成日：2026 年 6 月 30 日 

別紙 3.影響度検討要否（全体フロー） 

判定①，②は，「都市部近接施工ガイドライン（一般社団法人 日本トンネル技術協会）」に基づき

近接程度の判定をお願いします

影響検討の要否

当社設備が開削管路，ピット，

橋梁添架管路，推進管路※1，

シールド管路※1，小口径推進，

管路マンホール

影響検討

不要※2

Yes

No

判定①

既設構造物が安定を

保つために必要な範囲に

新設構造物や補助工法

範囲が含まれるか

判定②

新設構造物や補助工法

施工により影響を与える範囲

に既設構造物が含まれるか

影響検討不要※3

含まれない

含まれない

影響検討必要

含まれる

含まれる

※1：推進管路，シールド管路とは，

内部を流動化処理土等により中詰めされた設備を指す

（詳細は当社との協議時に確認をお願いします）

※2：並走や近接程度等，変位量が大きいと予測される場合に

FEMを依頼することもあります。±30mmの変位量を基準に確認します。

※3：トンネルの上越、地下水位低下工法、盛土、切土，支持杭の先端付近などに

既設設備があって，影響を受ける可能性がある場合は，影響検討を依頼する場合があります。
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